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各位 

Medicinova, Inc. 
代表取締役社長兼 CEO 

岩城 裕一 
(コード番号：4875 東証 JASDAQ) 
問合わせ先 東京事務所代表 副社長 

岡島 正恒 
電話番号        03-3519-5010 
E-mail          info@medicinova.com 

 

CFO就任に関するお知らせ 

2014年 4月 8日 米国 ラ・ホイヤ発 - メディシノバ（MediciNova, Inc.）（米国カリフォ

ルニア州 ラ・ホイヤ、代表取締役社長兼 CEO：岩城裕一）は、下記のとおり CFOを任命し

ましたのでお知らせいたします。なお、岩城裕一が 2013年 11月より CFOを兼務しておりま

したが、ヴァン・デン・ブーム氏の CFO就任に伴い、岩城裕一の CFO兼務は外れることとな

ります。 

記 

１．氏名及び役職名 

氏名 エスター・ヴァン・デン・ブーム（Esther van den Boom） 

役職 CFO (Chief Financial Officer 最高財務責任者） 

 

２．就任日 

2014年 4月 8日 （米国太平洋夏時間） 

   

なお、ヴァン・デン・ブーム氏の略歴は以下のとおりです。 

 

【略歴】 

ヴァン・デン・ブーム氏は、米国カリフォルニア州の公認会計士の資格を持ち、10年以上にわ

たり企業会計に携わった経験を有しております。2001年にUniversal Life Resouces社入社、

地域会計部門のマネージャーからキャリアをスタートし、2004年には Ernst & Young社に入社、

保証サービス部門のシニア・マネージャーを務めておりました。サンディエゴ州立大学チャー

ルズ・ランデン会計学校にて、会計学修士号を、カリフォルニア大学サンディエゴ校で BA を

取得しています。 

以上 



 

 

メディシノバについて 

メディシノバ（Medicinova, Inc.）は、日本内外の国際的製薬企業との提携により有望な低分子化合

物を導入し、様々な疾患領域の新規医薬品の開発を主として米国で行う公開製薬企業です。現在当

社は、多様な神経系疾患を適応とする MN-166、喘息の急性発作を適応とする MN-221及び NASH

を適応とする MN-001に経営資源を集中することを戦略としております。MN-166についてはさま

ざまな適応で開発途中ですが、そのほとんどが、治験責任医師または公的、私的機関からの資金援

助により行われています。当社はさらに、戦略的提携または共同機関の資金提供を受けるべく交渉

を続けております。弊社詳細につきましては http://www.medicinova.jp をご覧下さい。メディシノ

バの所在地はアメリカ合衆国カリフォルニア州ラ・ホイヤ、スイート 650、エグゼクティブ・スクエ

ア 4275（電話 1-858-373-1500）です。 

 

このプレスリリースには、1995 年米国民事証券訴訟改革法（The Private Securities Litigation 

Reform Act of 1995）に規定される意味での「将来の見通しに関する記述」が含まれている可能性が

あります。これらの記述には、製品候補の治療法としての新規性および効能を実証する臨床試験に

関する記述、既存または将来の臨床試験の計画や目的および製品開発に関する計画または目的に関

する記述などが含まれます。このような記述には、臨床試験の結果、現段階の臨床試験の結果が必

ずしもその後の製品開発の行方を確定するものではないこと、将来の臨床試験のタイミング、費用、

計画など、臨床試験、製品開発および商品化に付随するリスクや不確定要素、FDA に対して書類を

提出するタイミング、当社の戦略の失敗、第三者との提携構築、イブジラスト（MN-166）に関する

開発プログラムを統合することにより期待される戦略的、財務的メリットを実現する可能性、イブ

ジラストに関する開発プログラムを進めるための戦略的提携交渉、または、資金調達の可能性、知

的財産権や契約上の権利を初めとして、当社が米国証券取引委員会に提出した届出書に記載されて

いるものも含めたその他のリスクや不確定要素など、その多くは当社のコントロールが及ばないい

くつもの前提、リスク、不確定要素の影響を受けるものであります。したがって、「将来の見通しに

関する記述」はその時点における当社の状況を述べているにとどまり、実際の結果または成り行き

は、必ずしも予想通りにはならない可能性があることにご留意下さい。また当社には、この記述に

関して、情報の修正または更新を行う義務はありません。 

 

 


